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別紙：人材紹介の対価 
 
１）コンサルティングフィー 甲は、乙より紹介を受けた応募者が、甲の内定を承諾するに至った場合、人材紹介の対価として、

以下のコンサルティングフィーおよびその消費税相当額を乙に支払う。なお、振込手数料は甲の負

担とする。 
コンサルティングフィー： 理論年収×35％ 
理論年収       ： 月額給与（＝基本給与＋その他手当）×12 ヶ月分 

＋賞与算定基準額×前年度実績賞与支給月数 
※（通勤手当、時間外・休日・深夜労働手当等の割増賃金については含まれない。但し、割増賃金

が固定で支払われる場合には月額給与に含まれるものとする。） 
２）返金規定 1. 前項の規定に関わらず、以下のいずれかの事由が発生した場合には、甲は、乙に対し、当該

事由の発生日から１ヵ月以内にこれを通知して、当該応募者に係るコンサルティングフィー

を下記の要領に従い算定することを求めることができるものとする。この場合において、乙

は、前項に基づき甲が支払うべきコンサルティングフィーの額から下記の要領に従い算定し

た額を控除して請求し、または、下記の要領に従い算定した額を甲に返還するものとする。

なお、返還する場合の振込手数料は乙の負担とする。 
（１）入社当日までに本人の意思により内定辞退に至った場合（甲による働きかけがあった場合を

除く） 
（２）以下に定める事由により甲が内定を取り消した場合 

①刑事事件で逮捕若しくは起訴されたとき 
②その他内定を取り消されてもやむを得ないと乙が認める事由があったとき 

（３）応募者が甲に入社後、明らかに当該応募者の責により甲から解雇された場合 
（４）応募者が自己都合によって退職した場合 

記 
入社前の内定辞退 ･････････････････ コンサルティングフィーの 100％（消費税別） 
入社日から起算して 30 日以内 ･････････････ コンサルティングフィーの 50％（消費税別） 
入社日から起算して 60 日以内 ･････････････ コンサルティングフィーの 30％（消費税別） 
入社日から起算して 90 日以内 ･････････････ コンサルティングフィーの 10％（消費税別） 

 
2. 甲が応募者を採用する際に、以下の事由が発生した場合には、乙はコンサルティングフィー

の減額又は返還を行わないものとする。 
（１）求人票と異なる労働条件で雇用契約の締結をした、もしくは締結を求めたために当該応募者

が内定辞 退又は退職に至った場合 
（２）求人票と異なる労働条件の変更を応募者に求めたために当該応募者が内定辞退又は退職に至

った場合 
（３）雇用条件の内容が法令に反しているものであり、それにより当該応募者が内定辞退又は退職

に至った 場合 
（４）甲が本項１の各号に定める事由の発生日から１カ月以内にこれを乙に通知しなかった場合。 

３）支払い規定 乙は、甲に対して、応募者の内定承諾を確認後、速やかに第１項又は前項に定めるコンサルティン

グフィーを請求し、甲は、入社をした日の属する月の翌月末日（当該末日が金融機関の非営業日で

あった場合は直前の営業日）までに、請求されたコンサルティングフィーおよびその消費税相当額

を、乙の指定する金融機関口座に振込送金する方法により支払うものとする。但し、振込手数料そ

の他支払に必要な費用は甲の負担とする。 
また、乙は、前項に基づきコンサルティングフィーの一部を甲に返金する場合には、前項１に定め

る甲の通知を乙が受領した日が属する月の翌月末日（当該末日が金融機関の休業日である場合は直

前の営業日）までに、返還を請求されたコンサルティングフィーおよびその消費税相当額を甲の指

定する金融機関口座に振込送金する方法により支払うものとする。但し、振込手数料その他支払に

必要な費用は乙の負担とする。 
 

 


	（紹介の依頼）
	第１条 甲は、本契約の有効期間中、乙に対して、職業安定法第５条の３第２項に定める労働条件その他希望する求人の条件（以下「求人条件」という。）ごとに、求人条件を明示する文書（以下「求人票」という。）を書面または電子メールを利用する方法により交付又は通知して、人材の紹介を依頼する。なお、求人票の内容が法令に違反するとき、賃金、労働時間その他の労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当であると認められるとき、又は必要な記載が欠けているとき等は、乙は求人票を受理しないことができる。

	（紹介の内容）
	第２条 乙は、求人条件に適合し得ると乙が判断した人材（以下「候補者」という。）のうち、甲に応募する意思があり、かつ、甲の社風等求人条件以外の条件を加味して乙が適切と判断した人材（以下「応募者」という。）を、甲に対して紹介する。

	（選考・採用）
	第３条 甲は、乙が第２条により紹介した応募者の選考を自らの責任で行ったうえ、適当と認めた場合には、自らの責任において当該応募者を労働者として採用する。この際、乙は甲に対し選考及び採用について適宜必要なアドバイスを行い、又は乙がなし得るその他の支援を行うものとするが、選考から採用までの過程について、乙は何らの責任を負わないものとする。

	（甲の義務）
	第４条 甲は、乙が応募者を紹介した日より１年間は、当該応募者から求人票記載の職種と異なる職種の選考への応募があった場合には、直ちに乙にその旨を通知するものとする。

	（労働条件の確認）
	第５条 甲は、乙より紹介を受けた応募者を採用した場合には、当該応募者に対して、労働基準法第１５条に基づく労働条件明示書面を甲の責任において交付し、甲および当該応募者との間で雇用契約を締結するものとする。

	（応募書類に関する確認）
	第６条 甲は、応募者のキャリアシート・職務経歴書その他の応募書類は、当該応募者の責任において作成されるものであり、応募書類に虚偽や不備があっても、乙は何らの責任を負わないことを確認するものとする。

	（対価）
	第７条 甲は、乙より紹介を受けた応募者の採用を決定した後、当該応募者が内定承諾若しくは入社に至った場合、人材紹介の対価として、別紙「人材紹介の対価」に定めるコンサルティングフィーおよびその消費税相当額を別紙に定める方法で乙に支払う。この場合、甲及び乙は、内定承諾時又は入社時において、当該応募者の氏名、理論年収、コンサルティングフィーの額その他必要な事項を採用確認書類により確認するものとする。

	（個人情報の取扱い）
	第８条 乙は、甲が応募者を選考するにあたって必要と認められる限度において、応募者の氏名、連絡先、職務経歴等の個人情報（以下単に「個人情報」という。）を、甲に対して開示・提供するものとする。但し、応募者の病歴、併願状況などの、求人条件に何ら関連のない個人情報については、当該応募者の個別の承諾を得ない限り、乙は甲に対して開示・提供しないものとする。

	（求人条件等の開示・公開）
	第９条 甲は、甲が求人票に記載した求人条件および一般的に公開されている甲の企業情報を、乙が候補者を公募するために乙または乙の業務提携先が運営、提供または指定するインターネットウェブサイト等において開示・公開することに、予め同意するものとする。但し、甲が開示・公開を希望しない旨を事前に乙に通知した場合はこの限りではない。

	（業務提携先への情報公開）
	第１０条 甲は、乙が、乙のグループ会社（国内および国外の子会社または関連会社等を含む。）および乙と業務提携関係にある人材紹介会社に対し、求人票や会社案内など、甲より入手した情報を開示・提供する場合があることに、予め同意するものとする。但し、甲が開示・提供を希望しない旨を事前に乙に通知した場合はこの限りではない。

	（候補者への開示・提供）
	第１１条 乙は、甲の企業情報のうち、次の各号に定める情報について、候補者に対して開示・提供することができるものとする。但し、甲が提供する情報のうち、甲が候補者に対して開示・提供を希望しない旨を事前に乙に通知した情報については、この限りではない。

	（守秘義務）
	第１５条 甲および乙は、相手方から秘密である旨を明示のうえ受領または開示を受けた情報（第８条の個人情報を含み、以下「機密情報」という。）を本契約の目的のみに利用するとともに、本契約の有効期間中および本契約終了後も３年間（個人情報については期間の定めなく）、相手方の事前の書面による承諾なしに第三者に開示または漏洩してはならない。なお、個人情報については、秘密である旨の明示の有無にかかわらず乙から甲に対して開示された機密情報とみなすものとする。

	（契約期間）
	第１６条 本契約の有効期限は､契約締結の日から１年間とする。但し､期間満了の１か月前までに相手方より異議申し立てのない場合は､本契約は同一条件にてさらに１年間延長されるものとし､以後についても同様とする。

	（違約金）
	第１７条 甲は、採用決定の事実、応募者の内定承諾または入社の有無、応募者の理論年収等、応募者に関する情報について、虚偽の情報を乙に対して通知する行為を行った場合、第４条第２項に定める義務に違反して応募者を採用しコンサルティングフィーを支払わなかった場合その他コンサルティングフィーの全部または一部の支払を不当に免れた場合には、支払うべきコンサルティングフィーに加えて、違約金として、当該支払うべきコンサルティングフィーの２倍に相当する額を直ちに乙に支払うものとする。なお、支払うべきコンサルティングフィ...

	（反社会的勢力の排除）
	第１８条 甲および乙は、自らまたは甲および乙の役員（実質的に経営を支配するものを含む。）が、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを保証する。

	（解除）
	第１９条 甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当した場合には、何ら予告なく直ちに本契約を解除することができる。

	（免責）
	第２０条 甲および乙は、自己の責に帰すべき事由がある場合を除き、相手方と候補者、応募者又はその他の第三者との間の紛争については一切の責任を負わないものとする。なお、何らかの理由により、乙が甲に対し損害賠償責任を負う場合であっても、本契約に関する乙の賠償責任は、直接かつ通常の損害に限り、逸失利益、事業機会の喪失等の間接的な損害は含まないものとし、損害賠償の額は、当該損害を生じる原因となった人材紹介に関して、甲から受領したコンサルティングフィーの総額を限度とする。

	（協議事項）
	第２１条 本契約に定めのない事項および本契約の各条項に関する解釈の疑義については、法令の規定および慣習に従うほか、甲および乙双方が誠意をもって協議し、解決を図るものとする。

	（準拠法及び合意管轄）
	第２２条 本契約の効力、解釈等については、日本法が適用されるものとする。
	２　　本契約に関連して紛争が生じ、前条により協議が整わない場合、甲および乙は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と定めてこれを解決することとする。




